






 食品スーパーならではの方法で、地域の皆様と共にスポーツ振
興や地域の活性化を応援しています。地元のお子さんが地元プロス
ポーツチームに入団し、日本代表選手が誕生したら最高ですよね！

A

　アークスグループでは、子ども・若者を含む次世代の育成を地域社会の未来をつく
る重要な責務ととらえ、各社が地域に根ざした継続的な関わりを築いています。福原
では、地域の方 と々連携してスポーツイベントを実施し、参加者同士の交流や健康づく
りを後押ししています。ベルジョイスでは、地元のスポーツチームと協力し、子ども向
けイベントや店頭での活動を通して地域の青少年を応援しています。ユニバースでは、 
Jリーグチーム・ヴァンラーレ八戸や、Bリーグクラブ・青森ワッツと連携し、エコ野菜
の販売やコラボ商品の展開を通して、地域のスポーツ振興と環境意識の向上に貢献し
ています。さらに道東アークスでは、学生が考案した商品の販売を通して、学校・企業・
地域が連携する学びと実践の場を生み出しています。ラルズでは、健康チェックイベン
トを開催し、地域の皆様の健康意識向上を支援しています。
　こうした取り組みは、地域の将来を担う次世代との接点を育み、地域への愛着や協
働の土壌を築いています。私たちはこれからも、日常の事業活動の中に次世代との関
わりを自然な形で組み込み、地域と共に歩む企業であり続けたいと考えています。

「地域のライフライン」としての自社らしい活動は？Q

3 人と地域の未来を繋ぐ
共育と共創の場づくり

 私たちホームセンター事業部は地域のライフラインを守るべ
く、さまざまな災害関連商品を取り揃え、有事の際にオールカイン
ズで地域の皆様へ貢献できるよう、万全の体制で備えています。

A

「地域のライフライン」としての自社らしい活動は？Q

4 非常時にも暮らしを守る連携体制と
継続的な備えの構築

ユニバース　商品本部 第一商品部長　澤田 憲彦 エルディカインズFC花川店　店長　田守 陽

　災害時においても地域の暮らしを支えることは、食品スーパーが果たすべき重要な
役割のひとつです。アークスグループでは、防災・減災に関する備えを進めるととも
に、自治体や地域団体と連携した体制づくりに取り組んでいます。道南ラルズは函館
市と、ラルズは石狩市と、それぞれ包括連携協定を締結し、防災を含む地域福祉やま
ちづくりなど、幅広い分野での連携を進めています。エルディでは、ホームセンターとし
ての機能を活かした物資供給体制を構築しており、石狩市及び北広島市とそれぞれ災
害時の物資供給に関する協定を結ぶことで、地域との連携を一層強化しています。
　また、店舗設備や物流体制においても、災害に備えた自家発電機や代替輸送手段の
確保、応急対応マニュアルの整備など、継続的な改善を重ねています。災害はいつ起
きるかわからないからこそ、私たちは日常の中で“もしも”に備える姿勢を重視し、地域
と共に支え合う関係を築いています。日常のお買物の場として親しまれている店舗が、
非常時には物資インフラの一端を担う。そのような存在であり続けるために、これから
も備えを進化させていきます。
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八ヶ岳連峰経営のさらなる磨き上げ
　アークスグループでは、八ヶ岳連峰経営のさらなる磨き上げのため、取締役やグループ各社の経営陣が集う、年１回の役員合宿研修会や月２回の取締役会、週次の常務会などを通して、
持続的成長とガバナンスの高度化に向けて実践的な議論を重ねています。本ページに掲載した“樹”の図は、私たちが直面する社会課題と共有する価値観を根に据え、グループとしての多
様な取り組みが枝葉のように広がっていく姿を表しています。次ページからは、直近の役員合宿研修会で討議・学習された内容を中心に、重点的な取り組みをご紹介します。

スーパー
アークス化

新日本 
SM同盟

CGC商品
販売強化

人的資本

基幹システム
利活用

セルフレジ

IT化・
AI活用 DX

物流効率化
(モーダル 
シフト等)

ロープライスのためのローコスト経営

買収防衛策

地域行政や
銘店・農家との

連携

フード
ドライブ

太陽光発電

金融市場

アクティビストの攻勢
被買収リスクの増加

お客様

節約志向 選別消費

外部環境

物流問題 人手不足　　 新たな競合気候変動

「感動的な安さ」「新北海道価格(NHK)」 
 「新価格体系」 「納得価格」

価格対応

アクティビスト対応、 
株価等を意識した経営

金融市場への対応

リアル (接客、旬や季節感、匂い)の 
追求と効率化の両立

情報の集約・立案・支援、生産性向上

人手不足対応

地域との共生

サステナビリティ対応

PBR改善
ROE向上

株価対策株主還元
成長投資

利益増
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お客様と共に築く“納得価格” 知恵と工夫が支える価格の裏側
　アークスグループが掲げる「納得価格」とは、私たちとお客様の双方がその価格に納得

できることを大切にした価格戦略です。単なる安さだけでなく、商品の品質や背景、仕入

価格の変動を踏まえて、適正な価格を設定することで、「この店で買えばお買得になる」と

いうお客様に信頼と安心をお届けすることを目指しています。

　昨今のインフレや原材料費の高騰を受け、仕入価格の上昇に直面する中、小売業とし

て一方的に値上げを拒むのではなく、価格の背景を適切に反映させた「新価格体系」への

転換を進めています。一方で、根拠のない値上げや内容に見合わない価格には毅然と対

応し、お取引先様とも誠実に協議を重ねています。そのうえで、品質と価格のバランスに

配慮しながら、納得いただける商品提供＝「納得価格」を追求しています。

　この「納得価格」は、生産・流通・販売のすべての段階で誠実さと対話を重ねることに

より、初めて実現できるものです。私たちは地域のお客様とまっすぐに向き合いながら、グ

ループ全体でこの考えを共有し、信頼に応える価格形成を継続していきます。

　アークスグループにとって、ローコスト経営は「納得価格」を実現するための中核的な戦

略です。お客様にとって魅力あるロープライスを提供するために、物流や業務の効率化、運

営の工夫など、あらゆる面で改善に取り組み、不断の努力を重ねてきました。この姿勢は、

グループの理念や運営方針にも明確に位置付けられています。

　1994年に開店した「ビッグハウス」は、その戦略を体現した店舗でした。品数を絞り、仕

入・物流・陳列を効率化し、徹底した低価格を実現。デフレ下の北海道で大きな支持を

得ました。従業員の努力と工夫が店舗運営に反映され、現場からの改善提案が経営に活

かされていた点も大きな特徴です。

　その後、ライフスタイルや買物行動の変化に対応しつつ、ローコスト経営の考え方を引

き継いで開発したのが「スーパーアークス」です。札幌のラルズを起点に広がり、2025年２

月期にはグループ内で７店舗をこの業態に変更し、明確な業績向上も見られています。

　地域や業態が異なる中で、グループ各社の知見を共有し、それぞれの現場に沿った形で

ローコスト経営を実践できるのは、八ヶ岳連峰経営の枠組みがあってこそです。今後もこ

の強みを活かしながら、相互に学び合い、実効性ある取り組みへと磨き上げていきます。

八ヶ岳連峰経営のさらなる磨き上げ   ―― 個を活かし、全を動かす
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「全体最適」を目指す基盤改革 効率を超えて、価値ある仕事へ
　アークスグループでは、2027年10月を目標に、新たな基幹システムへの切り替えを進

めています。これは単なるシステムの入れ替えではなく、グループ全体の業務効率や柔軟

性を高める戦略的な取り組みです。八ヶ岳連峰経営のもとで業態や規模の違いを超えた

共通基盤を築くことで、全体最適な業務構造の実現を目指しています。

　刷新にあたっては、生鮮品の自動発注機能の導入やセンターを含めた物流システムのグ

ループ内統一、操作性の向上、属人的な業務の見直しといった実務的な改善に加え、今後

のM&Aなどによる企業規模の拡大にも耐えうる拡張性ある基盤拡充を視野に入れてい

ます。これは、地域や事業形態の異なる複数企業で構成されるアークスグループだからこ

そ実現可能な構想でもあります。

　また、将来的にはAIやデータ活用を通した経営判断の高度化も見込まれており、単な

る業務効率化にとどまらない「成長を支えるインフラ」としての役割を担うことが期待され

ています。人手不足が深刻化する中、今回のシステム更新は、八ヶ岳連峰経営の強みをさ

らに強化する準備でもあります。これにより、持続的な成長を支える共通の仕組みづくり

が進んでいます。

　北海道・東北を中心とする地域では、人口減少を背景に人手不足が一層深刻化してお

り、アークスグループにとっても喫緊の課題です。

　グループ各社は日頃から店舗や本部の業務効率化に取り組んでおり、定型業務の削減

や作業工程の見直し、シフト管理の工夫など、現場発の改善が積み重ねられています。こ

うした実践知はグループ内で日常的に共有され、相互に学び合うことで業務改善の精度

と実行力が着実に高まっています。2024年11月の「役員合宿研修会」では、横山会長よ

り、効率化は経営の大きな柱である一方で、「やらなくてよいこと」と「やるべきこと」の見

極めが不可欠であるとの強い提言がありました。特に、接客の温かさ、季節や旬の演出、

売場の“匂い”といったリアルな価値は、グループの競争力の根幹を成すものであり、単純

な省力化だけを追い求めるべきではないという考えです。効率と顧客体験の両立こそが、

我 の々目指す店舗運営の方向性です。

　こうした視点を土台に、アークスグループでは、グループ各社の工夫や知見を横断的に

共有しながら、効率と質を共に高める実効的な改善を進めています。多様性を活かし、リ

アルと合理性のバランスを保つことこそが、アークスグループの力です。

アークスアプリの活用を促進 付加価値商品「八百屋さんのフルーツプリン」（ラルズ）

新たな基幹システムへの切り替え (2027 年10月)

機能強化

操作性向上

基盤拡充 物流システム
統一

今後のM＆Aなどによる企業規
模の拡大に対応できる拡張性
のある基盤拡充

生鮮食品の自動発注など
生産性向上に役立つ機能強化

プロセスセンターや外部委託セ
ンターを含めたグループ内物流
システムの統一

店舗・センター・本部における
業務の操作性を高め、グループ
全体でより効果的に最大限活
用できるシステム基盤の構築

40

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

会
社
案
内
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

ア
ー
ク
ス
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

ARCS INTEGRATED REPORT 2025



変化を力に、市場と共に進む 「人」こそが、持続可能性の原動力
　経済産業省の「企業買収における行動指針」や東京証券取引所の要請を背景に、上場

企業には資本コストや株価を意識した経営が一層求められています。

　当社の2024年度役員合宿研修会では外部有識者を招き、資本市場の視点から見た企

業評価や資本効率について講義を受け、その後グループ内でも経営指標の改善に向けた

具体的な課題や対応策について議論を深めました。

　こうした議論を踏まえ、2025年１月に配当方針を見直し、目標配当性向を40％に設定

するとともに、株主資本配当率(DOE)も意識した長期安定的な累進配当の方針を決定し

ました。一方で、2025年２月期のROEは6.1％、PBRは１倍を下回る水準にあり、企業

価値向上に向けた継続的な取り組みが必要です。

　今後は、スーパーアークス化を主軸とした店舗改装、ネットスーパーの拡充、M&Aによる

事業規模拡大などを通した成長戦略に加え、商流統一や棚割変更、好事例の横展開、DX

推進、人的資本投資による生産性向上やコスト構造の見直しを進めていきます。こうした

取り組みを通して、中長期的にはROE8.0％以上の達成を目標とし、PBR１倍以上の水準

を目指して企業価値のさらなる向上を図っています。

　アークスグループでは、人的資本の重要性を踏まえ、役員層がダイバーシティやコミュニ

ケーションに関する学びを深める機会を継続的に設けています。直近では、2024年11月

の役員合宿研修会において外部講師より、多様な人材が力を発揮する組織のあり方や、

部下の強みを引き出す関わり方や、共感を持って人と向き合う姿勢の大切さなど、経営層

が日 の々マネジメントに活かせる気づきが多く得られています。また、一般職から管理職に

対しては、ダイバーシティや女性活躍推進、アンコンシャスバイアスといったテーマで、多様

な視点を取り入れる研修や啓発活動を重ねてきました。

　こうした理解の蓄積が、グループ各社の組織づくりや人材育成に反映され、2021年よ

り４年連続でMSCI女性活躍指数に選定され、2022年には(株)アークスとして厚生労

働省が女性活躍推進の優良企業として認定する「えるぼし」の３つ星を取得しました。ま

た、人的資本の充実は、サステナビリティ経営の柱でもあり、地域社会との共生や企業

の持続的成長にも直結します。加えて、従業員一人ひとりの健康を重要な経営資源と捉

え、健康経営にもグループ全体で取り組んでいます。こうした取り組みは、グループとして

の価値創造に確実に繋がっており、今後も「人」を中心に据えた経営を通して、アークスグ

ループの持続可能性と競争力を高めていきます。

配当方針変更の内容 (2025年１月８日公表)

変更前 変更後

剰余金の配当につきましては、連結当期純利
益に対して30％以上の配当性向の継続を目
指しており、業績向上による一層の利益還元
を実施してまいります。 

剰余金の配当につきましては、連結当期純利
益に対して、40％の配当性向を目指してまい
ります。また、財政状況を総合的に勘案し特
に株主資本配当率（DOE）を意識しながら、長
期安定的な累進配当を実施してまいります。 

北海道大学と連携し、多様な従業員の相互理解を促すため
『WORK×LIVE』を刊行

(株)アークスとして各種の認定を取得
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売上高利益率の改善

当期純利益率と経常利益率の向上

資産の有効活用

総資産回転率の向上 財務レバレッジの向上

自己資本・外部負債の活用

● ��グループ各社間の収益格差是正 
・・収益力のあるグループ企業のノウハウ、好事例の横展開

● ��DX 推進による生産性向上 
・・物流システムの統一 
・・電子棚札の導入 
・・RPA(ロボティック・プロセス・オートメーション)、AIの活用

企業価値の向上に向けて

● �自己資本の活用 
・・成長投資：新規出店、改装、DX、人材投資など 
・・株主還元：目標配当性向40％ 
・・内部留保：企業価値の高い食品スーパーの機動的なM&Aへの備え

● ��外部負債の活用 
・・大規模なM&A案件を決断した際の選択肢の一つ

● �売上高の拡大 
・・新業態開発 
・・One to Oneマーケティングの強化 
・・ネットスーパー事業の強化

● ��適正な在庫管理 
・・在庫管理のシステムマインドの醸成 
・・AI自動発注の導入 

適正な企業価値評価(株価)の獲得
PBR向上　目標：１倍以上

より有利な条件での獲得

持続可能な地域のライフライン

連結売上高目標：1 兆円以上 ●  Mind & Agreementの企業文化
●  地域密着を重んじる風土

資本効率の向上 (ROEの改善) IR活動・対話の促進 (PERの改善)

持続的成長に対する期待感の醸成

M&Aグロースの上乗せ

同じ志を持つ優良食品スーパーの参画

オーガニックグロースの加速

既存店売上高の拡大、新規出店、改装など

目標：8％以上

　アークスグループは、アークス設立30周年となる2033年２月期までに連結売上高１兆円以上を達成することを目標としています。また、同期間に成長投資約2,400億円～2,500億円、

株主還元約500億円～600億円を計画し、企業価値の向上に向けた取り組みを強化することで、ROE８％以上、及びPBR１倍以上を目指します。

投資家に対する
価値創造ストーリーの共感

42

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

会
社
案
内
セ
ク
シ
ョ
ン

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

ア
ー
ク
ス
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

ARCS INTEGRATED REPORT 2025



アークスグループは、成長投資としてM＆A(心と意見の一致)※を柱に、事業規模を拡大していきます。
また、店舗改装ではスーパーアークス化を中心に効果のある投資を進めます。基幹システムは使いやすさと効率化を追求しながら更新し、
株主還元政策は配当性向40％を目指します。そして、アークス設立30周年となる2033年２月期に連結売上高１兆円以上を実現すべく、

第2次流通革新の中、アークスグループは一丸となって成長戦略を推進します。

※M&Aは一般的には「Mergers & Acquisitions（合併・買収）」を指しますが、 アークスグループにおいては「Mind & Agreement（心と意見の一致）」と定義しています。

2026 年2月期～2033 年2月期投資計画

保有現金 ＋ キャッシュイン

営業CF 

2,500～2,600億円

計3,800～4,000億円

財務CF(借入-返済)  500～600億円

期首保有現預金  800億円

保有現金 ＋ キャッシュアウト

成長投資
2,400～2,500億円

計3,800～4,000億円

期末保有現預金  900億円
(月商1ヶ月程度)  

株主還元  500～600億円

目標配当性向
累進配当
株主配当率(DOE)を意識

M＆A
改装・設備投資
新規出店
IT・DX
人的資本・BCP・脱炭素など

 40%  

アークス設立30周年(2033年２月期)

売上高目標 1兆円以上
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「第２次流通革新」の時代へ

第１次流通革命

昭
和
一
〇
〇
年

新興勢力が北海道・東北へ進出。
対抗する地場スーパーの戦いが始まる。

人口減少・人手不足（供給減）や原材料価格の高
騰、異常気象などコスト増加要因のインフレ状況
下での戦い。

第２次流通革新へ

第
二
次
世
界
大
戦
終
戦

第
一
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

第
二
次
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

戦
後
復
興
特
需

バ
ブ
ル
景
気

バ
ブ
ル
崩
壊

昭和元年
1926年

昭和30年
1955年

昭和60年
1985年

日本の
総人口

昭和10年
1935年

昭和40年
1965年

昭和70年
1995年

昭和90年
2015年

昭和20年
1945年

昭和50年
1975年

昭和80年
2005年

昭和100年
2025年

昭和元年（1926年）
人口約6,000万人

昭和83年（2008年）
人口約1億2,800万人（ピーク）

業界大手企業が北海道へ進出
業界大手企業が
再編・撤退により減少

人口は減少傾向へ

新興勢力が
北海道・東北へ進出

第１次流通革命

インフレ インフレデフレ

第２次流通革新

失われた30年高度経済成長期

基本の徹底と納得価格での提供
生鮮強化と地場商品の活用

ローコスト経営

M&A推進と
収益改善

モデル店舗の
構築と横展開

お客様の
支持向上

第2次流通革新

2010年代以降かつて北海道へ進出した
業界大手企業が再編・撤退により減少。

 第１次流通革命の終焉

人口増・需要増加の中、最初の流通革新が
消費者が集まる現場から始まった。
1970年代に業界大手企業が北海道へ進出。
大手に対抗する地場スーパーの戦いが始まる。

アークスグループの成長戦略

ア
ー
ク
ス
グ
ル
ー
プ
は
地
域
の

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
し
て
貢
献
し
続
け
る
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新たな食品スーパーのグループ入りに向けた考え方

　アークスグループのM&Aは、「Mind & Agreement：心と意見の一致」を基本とし

ています。個性の尊重と同時に意見の違いを乗り越えて一致点を見出し、決まったこ

とには全力で取り組み、経営資源をしっかり活用し循環させていくことを愚直に実行

する企業風土が根付いています。

　これまでアークスグループは、展開地域で高い売上シェアを持つ「勝ち組企業」と手

を組むことで成長してきており、この考え方に基づいてグループ入り企業の検討を、ス

ピードを重視しながらも慎重に進めています。M&Aは、連結売上高目標１兆円以上

に向けた最重要施策と認識しています。

　八ヶ岳連峰経営では、グループ各社の個性を尊重するため、お客様に見える領域は

各社の独自性に委ね、お客様に見えない領域はグループとして統一します。例えば、グ

ループに参加した企業において店舗の屋号は変えず、店づくりも各社・各地域に根付い

た個性を残しています。一方で、物流、人材教育、情報システム、バックオフィス業務な

どは統一し、グループ全体の経営資源を活用することでグループメリットを創出します。

　アークスグループの持つ考え方や志に共感いただける企業とともに、グループ全体

が成長力に溢れ、企業価値を持続的に向上させることができる企業グループを目指し

ていきます。

　純粋持株会社アークスの下、八ヶ岳連峰のように同じような高さの山 が々横に連

なって対等な立場で企業統治を図ることで、会社とお客様との距離を近くに保ちなが

ら経営することが、アークスグループが志向する八ヶ岳連峰経営です。この考え方や

志に共感いただける企業とともに成長していきたいと考えています。

「Mind & Agreement：心と意見の一致」 の考え方

  M&Aの検討対象となる業種は食品スーパー

  展開地域で高い売上シェアを持つ「勝ち組企業」と手を組む方針

  アークスグループの考え方や志に共感いただける企業とともに成長を目指す

POINT

グループ理念の共有 

グループ各社の 
自主性の尊重

M & A

同じ志を持つ
地方食品スーパーの

参画・拡大

誠実な営業活動
● �グループ内の 

食品スーパーによる努力と創意工夫 
(日 の々事業活動の積み重ね)

地域課題の 
解決

各社の 
収益確保 

(資金回収)

情報共有と 
各社課題の 

解決
● � 事業会社間の 

情報共有
● コストメリットの追求
● �アークスによる 

コンサルティング
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適正な企業価値評価(株価)の獲得
PBR向上　目標：１倍以上

より有利な条件での獲得

持続可能な地域のライフライン

連結売上高目標：1 兆円以上

M&Aグロースの上乗せ

同じ志を持つ優良食品スーパーの参画投資家に対する
価値創造ストーリーの共感

既存店売上高の拡大 出店戦略と改装投資
　既存店の活性化施策として、グループの主力事業会社であるラルズやユニバースの営業

情報に加え、各社の優れた事例を横展開し、ノウハウを共有することで、グループ全体売

上高の底上げを図っています。具体的には、道東アークスを皮切りに店舗オペレーション

や棚割の共有化を進め、成果を上げています。さらに、価格・品揃え・販売方法の強化、

顧客利便性の向上、上質な接客サービスの徹底にも取り組みながら、地域特性に応じた

営業施策を展開することで、アークスグループのファン拡大に繋げています。

　出店戦略については、建築資材の高騰を踏まえ、費用対効果を見極めて慎重に進めて

いきながら、従来以上に出店ペースを上げるべく投資を加速していきます。

　改装投資については、アークスグループの中核業態である「スーパーアークス」への変更

を軸に積極的に進めます。同業態は、価格訴求力、質の高い商品の豊富な品揃え、商圏ご

との顧客ニーズへの対応力を兼ね備えており、多くのお客様からご支持をいただいていま

す。既存店の進化を通じ、連結売上高1兆円以上の実現を目指します。

67

60

53

44
40

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

スーパーアークス明徳店（ラルズ） フーズガーデン玉浦食彩館（伊藤チェーン） スーパーアークス業態の店舗数推移

売上高１兆円に向けたアプローチ

(店)

●  Mind & Agreementの企業文化
●  地域密着を重んじる風土

オーガニックグロースの加速
既存店売上高の拡大、新規出店、改装など
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高付加価値商品の開発 DX推進による生産性向上
　アークスグループはプライベートブランドと位置付けるCGC商品を取り扱うシジシージャ

パン様や新日本スーパーマーケット同盟と連携し、新商品開発及び産地開発を強化しま

す。さらに、地域特性を活かした取り組みとして、多種多様な地場商材を販売する産直売

場を充実させ、新鮮で高品質な商品の提供を拡充しています。「アークスグループでしか

買えない商品」の品揃えを強化することで競合との差別化を図り、顧客満足度の向上へ繋

げています。

　2019年10月にグループ統一の基幹システムを導入したことで、全店舗の販売状況がリ

アルタイムで把握できるようになったことや、自動発注導入による発注精度向上、分析数

値の集計作業削減など、生産性向上に大きく寄与してきました。現在、新たな基幹システ

ムへの切り替えを2027年10月の稼働に向けて準備しており、生鮮食品の自動発注やグ

ループ内物流システムの統一により、さらなる生産性向上を見込んでいます。また、POP

やプライスカードの貼替作業削減、売価表示ミスの低減に繋がる電子棚札の導入をグ

ループ各社へ横展開し、一層の生産性向上を図っています。

新日本スーパーマーケット同盟オリジナル商品 フーズガーデン玉浦食彩館
（伊藤チェーン）の産直売場

店舗の電子棚札

稼ぐ力の向上に向けたアプローチ

売上高利益率の改善

当期純利益率と経常利益率の向上

資産の有効活用

総資産回転率の向上 財務レバレッジの向上

自己資本・外部負債の活用

適正な企業価値評価(株価)の獲得
PBR向上　目標：１倍以上

IR活動・対話の促進 (PERの改善)

持続的成長に対する期待感の醸成目標：8％以上
資本効率の向上 (ROEの改善)
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グループ全体の資本コストと基本的な考え方 グループの食品スーパー各社が進める資本コスト低減
　東京証券取引所から上場企業に対しPBR(株価純資産倍率)の改善要請があり、資本

市場から適正な評価を受けることの重要性を改めて認識しています。アークスグループ

は、中長期的な数値目標として「ROE８％以上」を掲げています。収益力の強化や積極的

な株主還元を通じてこの目標を達成し、資本市場からの評価向上によって、資本コストの

低減を図ります。

　資本コストを低減するためには収益力の強化が不可欠です。アークスグループにおいて

は、グループ各社間で収益格差が生じ始めていることを最重要課題と認識しています。こ

のため、収益力の高い企業のノウハウや好事例をグループ各社へ共有し、グループ全体の

収益力の底上げを図っています。今後は八ヶ岳連峰経営の特徴であるグループ各社の独

自性を保ちつつも、グループ横断の連携を強化することで収益力を高め、資本コストの低

減に繋げていきます。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

74
68

585755

24.0

31.2
32.7 31.8

36.1

0.82

0.94

0.71
0.75

0.79

資本コストの低減に向けたアプローチ

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

食品
スーパー

エルディオータニラルズ ベル
ジョイス

道北
アークス

道南
ラルズ

ユニ
バース 福原 東光

ストア
道東
アークス

伊藤
チェーン

ビルメンテナンス
ホームセンター
資源環境、保険、 

旅行

  グループ全体の戦略・指針の策定

  事業会社の純粋持株会社として資本統括

  八ヶ岳連峰経営の深化アークス

PBR(倍 ) 配当性向 (%) 1株当たり配当金 (円 )

※24/2期に自己株式の市場買付を実施(200万株、総額約52億円)

売上高利益率の改善

当期純利益率と経常利益率の向上

資産の有効活用

総資産回転率の向上 財務レバレッジの向上

自己資本・外部負債の活用

適正な企業価値評価(株価)の獲得
PBR向上　目標：１倍以上

IR活動・対話の促進 (PERの改善)

持続的成長に対する期待感の醸成目標：8％以上
資本効率の向上 (ROEの改善)
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2024年度

・ ・ 日本企業に対するアクティビスト及び買収提案動向「資本コストや株価を意識した経営」
・ ・ ダイバーシティについて(全員活躍の組織づくり)

役員合宿研修会の取り組み例 2024年度役員合宿研修会

2023年度

・ ・ マーケティング戦略の実現に向けたスマホアプリの活用について
・ ・ 生産性向上と労使関係について
・ ・ デフレからインフレへ、チェーン小売業の動向について
・ ・ グループの企業価値向上とガバナンスの在り方について

2022年度

・ ・ DX推進について
・ ・ 戦略デザイン：アークスグループの持続的成長(サステナビリティの観点から)

リスク管理とグループガバナンスの活用 適切でタイムリーな情報開示と対話促進
　グループ全体の企業価値を持続的に高めるため、事業活動に伴うさまざまなリスクを

適切に管理する体制を構築しています。コンプライアンス・リスク管理委員会では、事業

活動に重大な影響を及ぼすリスクが発現した際の損失低減に向けて取り組みを行ってい

ます。アークス取締役会では、社外取締役に外部の視点から経営に対する提言を受ける

ほか、グループ企業の社長も出席し意見を求めることで、取締役会の実効性を高めていま

す。さらに、毎年開催するグループ役員合宿研修会をはじめとして、各種勉強会や討論会

による知識の底上げや意識の醸成を図っています。

　株主・投資家の皆様との建設的な対話を通じて、双方の理解を深め長期的な信頼関係

を構築することは、企業価値向上に向けて重要であると認識しています。アークスグルー

プは、投資判断に必要な経営情報を適時・適切に開示し、従来以上に投資家の皆様との

対話機会を設け、積極的にコミュニケーションを図っていきます。対話で得られた内容は、

取締役会に報告し、経営へのフィードバック体制を構築しております。IR・SR活動を通じ

て経営の透明性や信頼性を高め、資本市場からの評価向上に繋げていきます。

資本効率の向上 (ROEの改善)

目標：８％以上

売上高利益率の改善

当期純利益率と経常利益率の向上

資産の有効活用

総資産回転率の向上 財務レバレッジの向上

自己資本・外部負債の活用

適正な企業価値評価(株価)の獲得
PBR向上　目標：１倍以上

持続的成長に対する期待感の醸成
IR活動・対話の促進 (PERの改善)
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株主総会

コーポレート・ガバナンス

任命・監督

監査

監査監査

監査

監視

助言

助言

助言

コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方
　当社グループは純粋持株会社(アークス)と傘下の事業

会社で構成されており、グループ理念の実践とグループ

全体のコーポレート・ガバナンスの強化及びグループ企

業価値の向上を経営上の最重要課題と位置付けていま

す。コーポレート・ガバナンスの強化を実現するために、

経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築し、

上場企業として公正かつ透明性をもって経営を行う姿勢

を貫き、すべてのステークホルダーに対して適時かつ適

切に情報開示を行うと同時に、企業の社会的責任及び

企業倫理の確立に向けた社内体制を整備することで、コ

ンプライアンス経営を徹底しています。

コーポレート・ガバナンス体制図

サステナビリティ推進委員会

諮問

答申

連携

指名・報酬委員会

グループ経営会議

監査役会／社内監査役／社外監査役

会
計
監
査
人(

監
査
法
人)

顧
問
弁
護
士

経営監査グループ (社長直轄 )

取締役会／社内取締役／社外取締役

会計監査

選任・解任

業務執行

関係会社

当　社

指示 報告

選任・解任

監査

連携

選任・解任 提言・報告

法務コンプライアンスグループ (社長直轄 )

コンプライアンス・リスク管理委員会

・  ・  経営経験のある女性独立社外取締役１名招聘 
(取締役会の独立社外取締役割合が３分の１に増加・
取締役会の女性の割合が９分の２に増加)

・ ・ 取締役・執行役員のスキル・マトリックス策定

・ ・ 取締役会の諮問機関として「指名・報酬委員会」を設置

・  ・  サステナビリティ推進室の新設

・  ・  サステナビリティ推進方針開示

2022年度 2023年度

・ ・ 統合報告書(和文・英文)発行

・ ・ コーポレートサイトリニューアル(英文開示含む) 

・ ・ TCFD提言に基づく情報開示

・ ・ 経営経験のある独立社外取締役１名を招聘2024年度

2014年度

2015年度

2017年度

2021年度

・ ・ 独立社外取締役１名招聘

・ ・ 経営経験のある女性独立社外取締役１名招聘

・ ・ 取締役会の実効性評価を開始(以後毎年実施)

・  ・  SDGs推進委員会 
(現サステナビリティ推進委員会)を設置

コーポレート・ガバナンス強化の軌跡
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コーポレート・ガバナンスの体制
　コーポレート・ガバナンスの体制につきましては、前頁記載のコーポレート・ガバナン

ス体制図の通りです。経営上の最終意思決定は毎月開催する取締役会で行っています

が、経営資源の使用権限に関する職務ごとの執行責任を明確にするため、執行役員制度

を導入するとともに、当社グループの重要事項についての討議を深める場として、当社の

取締役、監査役、執行役員及び事業会社の社長で構成するグループ経営会議を毎月開催

し、グループ各社間のコミュニケーションの統一と徹底を図っています。

　当社は、社外役員が取締役会、経営会議等の重要会議への出席や、監査役監査を実施

することにより、経営監視機能の確保を図っています。これらの体制により、当社はガバナ

ンスの実効性向上を図り、グループ全体の企業価値向上を目指しています。

ています。具体的には、持株会社の経営課題や経営戦略のほか、グループ各社が直面す

る経営課題や事業リスクの把握、さらには経営課題の解決策やリスクの回避・低減に向

けた議論を深めています。不透明な経営環境下にあっても、取締役会におけるこうした議

論が、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与しています。

取締役会
取締役会の推進

　取締役会は、当社が定める取締役会

付議基準に基づき、当社とグループ各

社を含めたグループ全体の経営・事業

を適時適切に監視・指導すべく闊達な

議論を交わしています。独自の「八ヶ

岳連峰経営」の考え方に基づき、主要

な事業会社の社長が当社の取締役を

兼任していることは当社取締役会の大

きな特徴です。運営面では、持株会社

と事業会社、さらには事業会社間の連

携を強化するための議論が、多様な視

点を持って行われるよう工夫を凝らし

取締役会の実効性評価
　当社は、2017年度より毎年、取締役会全体としての実効性に関する評価・分析につい

て、取締役及び監査役に対して自己評価アンケートを実施し、回答に基づき、取締役会に

て総括及び結果分析を行い、その結果抽出された課題に対して対策を講じています。

　2024年度はその集計結果を踏まえ取締役会において議論した結果、取締役会は、概

ね有効に機能しているとの評価を得られましたが、取締役会での審議について、各取締役

の積極的な発言により議論が一層活性化している一方で、持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上に向け、取締役の構成の見直しと経営戦略や経営計画等の議論の場を増

やす必要があると認識しました。

　当社では、これらの課題に対し、CEO・COO・CFOで構成される「３Ｃ体制」へ移行し、

CEOはグループの最高経営責任者として業界再編等に積極的に取り組み、COOはグルー

プ全体の営業力強化に関する業務を管掌、CFOは資本・財務戦略の強化・拡充に関する

業務を管掌し、環境の変化に対し、これまで以上のスピード感ある経営体制を目指すこと

としました。新経営体制のもと、グループとしての方向性についても、今後の事業規模を

意識し、拡張性のある基幹システムの導入などを取締役会で集中的に審議しました。また

取締役会の実効性を補完する工夫として、全取締役及び全監査役に加え、執行役員と事

業会社の社長が参加する２日間の役員合宿研修会を活用し、今後の企業価値向上に向け

て議論を交わしました。

　2025年度の実効性評価では事業会社間の格差を是正すべく、経営課題に関する情報

の共有化が必要であることを確認しており、解決に向けた検討を始めています。

項目 2024年度審議回数
決議 報告 合計

経営戦略
事業戦略 11 12 23
DX等 9 19 28

投資関係 31 12 43
ガバナンス 11 3 14
サステナビリティ 1 8 9
コンプライアンス・リスクマネジメント 1 6 7
人事関係 12 5 17
委員会関係 1 10 11
その他 3 1 4
合計 80 76 156

取締役会の審議項目と回数

※社外取締役・社外監査役

社外取締役
比率

女性取締役
比率

社外役員※
比率

37.5％ 25.0％ 41.7％

(2025年5月27日現在)取締役会の構成
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監査役会
　当社は、監査役会設置会社として、取締役の職務執行に対する監督体制を整備してい

ます。監査役会は、４名で構成されており、うち２名は社外監査役で、法令及び定款に基

づき、取締役の業務執行状況を監査する役割を担っています。監査役は取締役会をはじ

めとした重要会議に出席し、議案内容や意思決定のプロセスを把握することで、職務の適

正性を確認しています。加えて、会計監査人や内部監査部門と連携を図り、監査の効率性

と客観性を確保しています。監査役会は、経営陣との情報交換を行いながら、必要に応じ

て関係部署への確認を実施し、法令遵守やリスク管理の徹底に寄与しています。これらの

活動を通じて、当社は、経営の透明性及び公正性を高め、ステークホルダーの信頼に応え

るガバナンス体制の強化に取り組んでいます。

役員報酬
　当社の取締役の報酬は、現在、基本報酬、業績連動報酬(賞与)、退職慰労金により構

成されています。当社は、各ステークホルダーの立場を尊重し、企業としての持続的な成

長及び事業の拡大を最優先と考えています。

　持続的な成長に向けた新たなインセンティブプランとして、株式報酬制度など中長期的

業績と連動する報酬の導入を検討しています。現在、客観性・透明性ある手続きにより、

指名・報酬委員会において、業績連動報酬導入について討議を重ねています。

指名・報酬委員会
　当社は、コーポレート・ガバナンス体制の一環として、取締役会の諮問機関である指名・

報酬委員会を設置しています。本委員会は、社外取締役３名を含む取締役４名で構成さ

れ、過半数を社外取締役が占めることにより、客観性と透明性の高い意思決定を実現して

います。委員会では、社外取締役がすべての会合に出席し、活発な議論を通じて、取締役

及びグループ役員の人事・体制、後継者計画、報酬制度(固定報酬、賞与、退職慰労金、

業績連動報酬制度の導入検討など)に関する重要事項を検討し、取締役会に答申してい

ます。退任及び新任取締役に関する対応や、グループ全体の経営陣の適正な体制維持と

人材継承についても多角的に議論が行われました。さらに、報酬の透明性と公正性を高

めるため、委員会は代表取締役会長・CEOに報酬決定を委任する際、その妥当性を事前

に確認する役割も担っています。このように、当社の指名・報酬委員会は、経営の健全性

と持続的成長の確保を支える中核的な役割を果たしています。

政策保有株式
　当社は、取引先企業との円滑かつ良好な取引関係の維持やサプライチェーンの確保な

ど、事業戦略上の定性的な観点から政策保有株式を保有しています。各銘柄について、

保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか、配当収益その他の経済合理性等

を踏まえ、取締役会で毎年検証しています。合理性が認められないと判断した株式は縮

減を進めています。議決権の行使に際しては、投資先企業の企業価値向上や中長期的な

成長への寄与の観点から、個別に内容を精査し判断しています。

グループガバナンス
　当社グループは、旧来型の垂直的な企業統合からイメージされる富士山のように高い大

きな企業グループを目指すのではなく、同じような規模の山 が々横に連なることで、企業と

お客様の距離を短く保ち続けることを目指しています。この考え方はグループガバナンスに

も息づいており、グループ各社の主体性を尊重しながら企業統治を行っています。具体的に

は、グループ各社が直面する経営課題や事業リスクの把握に努め、分け隔てなく必要な助

言や情報共有を行うことで、すべての事業会社の企業価値が高まるような経営に努めてい

ます。ただし、足元では事業会社間の格差が生じており、その解消に力を尽くしています。
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取締役及び執行役員のスキル・マトリックス
 　グループ各社が互いの強みを活かし、多様な知見を持ち寄る経営体制が、「八ヶ岳連峰経営」の価値を創出します。本スキル・マトリックスは、各メンバーの役割や専門性を明示し、戦略

に基づく監督機能と知見共有を促すことで、グループガバナンスの深化と企業価値向上に貢献します。なお、当社では取締役に近い立場で提言を行う執行役員も掲載しています。

役職名 氏名
経営・業務経験 マネジメントスキル・知識

企業経営 業界知見 グループ理念・ 
運営方針の実践 財務・会計 コンプライアンス・ 

リスクマネジメント
DX・IT・セキュリティ 営業・マーケティング ガバナンス サステナビリティ

代表取締役会長・
CEO

横山 清
当社グループの経営トップ
としての長年の経験・知見
を踏まえた監督

全国スーパーマーケット
協会会長の立場を踏まえ
た、業界のリーダー経験
からの監督

「八ヶ岳連峰経営」の理念
に基づくグループ経営の
監督

グループ全体の法令遵
守・リスク管理意識の醸
成に対する監督

事業会社経営、グループ経
営の経験を踏まえた監督 

事業会社経営、グループ経
営の経験を踏まえた監督 

地域社会・取引先・従業員
との共生を重視した経営
を監督

取締役副会長・
CFO

古川 公一
地域金融機関で培った経
験・知見を活かした、業界
企業への深い理解に基づ
く監督

財務戦略とM&A実務の
観点から「八ヶ岳連峰経
営」を監督

持続的な企業価値向上、
ファイナンス理論を踏ま
えた監督

適切な情報開示への提
言、経験・知見を活かした
ガバナンス・内部統制・リ
スク管理強化の監督

情報セキュリティ管理と内
部統制との連携強化の実
務経験を踏まえた監督

多くのM&A案件を担当し
た経験、グループガバナン
ス構築の経験を踏まえた
監督

財務戦略を含む持続可能
な経営にかかる経験・知
見を踏まえた監督

代表取締役社長・
COO

猫宮 一久
主にグループ全体の営業
力強化の視点、前向きな
危機意識の醸成を踏まえ
た監督

事業会社での現場と本部
の実務で培った経験・知
見を通した監督

「八ヶ岳連峰経営」を尊重
しながら、グループ各社の
業務執行を監督

事業会社経営の経験、グ
ループ経営の視点を踏ま
えた提言

アークス公正取引推進委
員会委員長としての提言

アークスサステナビリティ
推進委員会委員長として
の提言

取締役執行役員 三浦 建彦 事業会社経営で培った 
経験・知見の活用

地域密着型の店舗運営と
商品戦略の視点、東北エ
リアの食品小売業への深
い理解に基づく提言

事業会社社長として自社
の企業風土を尊重しつ
つ、グループ全体の企業
風土と整合

財務・会計分野での豊富
な実務経験と、収益管理・
財務戦略に関する知見を
活かした提言

事業会社経営の経験を踏
まえた提言(八ヶ岳連峰
経営：東北)

取締役執行役員 福原 郁治 事業会社経営で培った 
経験・知見の活用

道東における事業会社経
営、地域密着型事業運営
で培った経験・知見に基
づく提言

事業会社社長として自社
の企業風土を尊重しつ
つ、グループ全体の企業
風土と整合

事業会社経営の経験を踏
まえた提言(八ヶ岳連峰
経営：北海道)

取締役
(社外・独立役員)

佐々木 亮子 行政対応の視点で培った
経験・知見の活用

行政での経験で培った法
令遵守や危機管理の知見
に基づく提言

行政機関における統治体
制運営の観点からの監
督・提言

行政での経験で培った、
地域・環境・多様性に関
する深い知見に基づく監
督・提言

取締役
(社外・独立役員)

富樫 豊子
人材サービス企業の経
営・組織運営の経験・知見
に基づく提言

労務法令や情報管理に関
する知見に基づく提言

人材派遣会社での個人情
報管理などの実務経験を
踏まえた提言

人材マネジメント及び組
織運営に関する豊富な実
務経験からの監督・提言

取締役
(社外・独立役員)

小池 明夫
地域を代表する公共交
通インフラ企業の経営で
培った経験・知見に基づ
く提言

社会インフラ企業で培っ
た中長期視点の財務戦略
や資本投資判断に携わっ
た経験に基づく提言

社会インフラ企業での高
度な法令遵守やリスク管
理の運用経験に基づく提
言

社会インフラ企業でのガ
バナンス経験からの監督・
提言

サステナビリティ経営の
経験・知見と社会インフラ
企業で培った環境負荷低
減に基づく監督・提言

執行役員 小苅米 秀樹 事業会社経営で培った 
経験・知見の活用

東北地域の流通戦略や業
界構造、長年の食品流通
業で培った経験・知見に
基づく提言

事業会社会長として自社
の企業風土を尊重しつ
つ、グループ全体の企業
風土と整合

事業会社経営の経験を踏
まえた提言(八ヶ岳連峰
経営：東北)

執行役員 澤田 司 事業会社経営で培った 
経験・知見の活用

東北エリア等の食品小売
事業経営、地域密着型戦
略と店舗運営で培った経
験・知見に基づく提言

事業会社社長として自社
の企業風土を尊重しつ
つ、グループ全体の企業
風土と整合

事業会社経営の経験を踏
まえた提言(八ヶ岳連峰
経営：東北)

執行役員 松尾 直人 事業会社経営で培った 
経験・知見の活用

事業会社の店舗運営・販
売戦略・人材育成、地域
ニーズを捉えた現場経営
の視点からの提言

事業会社社長として自社
の企業風土を尊重しつ
つ、グループ全体の企業
風土と整合

グループのeコマース推進
とデジタル活用経験を踏
まえた提言

事業会社経営(八ヶ岳連
峰経営：北海道)、オンライ
ンショップ推進経験を踏
まえた提言

※本スキル・マトリックスでは、各項目に対する取締役及び執行役員のスキル・経験・知見について、記号表示ではなく、内容の具体性と戦略との整合性を重視し、コメント形式で記載しています。
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コンプライアンス・リスク管理

基本的な考え方
　アークスグループは、法令遵守と企業倫理の確立を経営の根幹とし、役職員一人ひとり

が誠実な行動を実践することを基本方針としています。コンプライアンス規程に基づく体

制整備に加え、リスク管理規程によりリスクの特定・評価・対応を体系的に実施し、組織

横断的な管理を通じて企業の持続的成長と信頼性のある経営を推進しています。

コンプライアンス教育・浸透
　アークスグループのコンプライアンス教育は、法令遵守はもとより企業倫理の意識の向

上を目的に実施しています。新人社員や期中採用者の入社時のほか、階層別に企業倫理を

中心に法令改正や事業環境の変化への適応力を高めるため、状況やリスク評価に応じた

優先順位が高いトピック(不正に関するもの、情報セキュリティ、労働問題に関するもの等)

を採用し実施しています。職場のハラスメント防止については、アークスグループハラスメ

ント防止方針に基づき、社内講師による事例研修やアンガーマネジメント研修のほか、専

門家(弁護士、社会保険労務士等）による専門的な知見の習得や発生した場合の対処につ

いての研修を実施しています。特にハラスメントはメンタルヘルスに影響があることから、

ハラスメント事案の発生防止に軸足を置いています。

　また、調達取引等にかかる法令(独占禁止法、下請法、フリーランス法等）について購買

担当者向けに法改正の説明や研修を実施し、自身の行動を客観的に評価することを目的

としたセルフチェックシート兼誓約書の提出等、公正な取引を推進しています。

　これらの啓発活動を適時かつ継続的に行うことにより、グループ全体でコンプライアン

ス意識の向上・浸透を図っていきます。

コンプライアンス・リスク管理委員会
　当社は、グループ全体のコンプライアンス及びリスク管理を統括する組織として、2008

年に「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置しました。代表取締役会長・CEOが

委員長を務め、社外弁護士を含む主要企業各社の代表メンバーで構成される組織横断的

な委員会です。本委員会では、全役職員に対して、関連法令やグループ理念・行動規範に

ついて「アークスグループ・フィロソフィー」を活用し、コンプライアンスに関する教育・研

修を実施し、企業倫理の浸透やビジョン(目標)の共有を図っています。また、リスク管理

の状況を定期的に取締役会に報告し、リスク管理体制の強化を推進しています。

店長職向けコンプライアンス研修 コンプライアンス・ニュースの発行

●  グループ各社で発生したリスク事象を共有し、再発防止の検討
●  リスク評価制度の構築と浸透(事業環境の変化に応じた評価項目及び対応策の見直し）
●  内部通報制度の実効的な運用の確保のための過去の運用状況報告
●  不正・不祥事防止のため懲罰案件事案の事例共有
●  公益通報者保護法等法改正情報の共有
●  コンプライアンス研修、コンプライアンス・ニュース発行など啓発活動の報告
●  コンプライアンス・リスク関連委員会の活動状況報告
●  経営層向けの顧問弁護士と連携したコンプライアンス研修の実施

コンプライアンス・リスク管理委員会のアジェンダ・運用のポイント
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品質保証推進
　アークスグループでは、2018年に「品質保証推進室」

を新設し、自社製造商品の「品質方針」及び「品質保証

規程」を制定しました。グループ各社の担当者が出席する

「品質保証推進委員会」を定期的に開催し、議論内容を

従業員に周知して継続的な活動に繋げています。さらに

QAP(品質保証推進)ニュースの発行や勉強会を通じ、衛

生管理の意識向上にも積極的に取り組んでいます。

内部通報制度及びアークスグループ 
お取引先様専用ヘルプライン

主なリスクと対応策

　アークスグループでは、法令違反や不正・ハラスメント

等の防止と早期発見・早期是正、再発防止を目的に、グ

ループ各社の従業員等を対象とした「内部通報窓口」並

びにお取引先様を対象とした通報窓口「アークスグルー

プお取引先様専用ヘルプライン」を設置し、社内規程に

基づき適切に運用しています。

主なリスク 具体的リスク 対応策

自然災害、
事故・事件

●  地震、津波、台風、集中豪雨、洪水等の大災害
●  火災や店内外の事故や事件
● 上記に伴う店舗運営や商品調達等の事業活動の阻害

●  事業継続計画(BCP)及び防災マニュアルの策定
●  緊急連絡体制及びグループ各社との情報共有体制の構築
●  緊急物資や災害用備品の保管
●  グループ各社における避難訓練及び防犯対策の実施チェック

感染症・伝染病
●  お客様及び従業員の健康リスク
●  人員不足に関するリスク

●  公的指針に則った対応ルールの整備と感染症対策の徹底
●   本部及び部門間、店舗間の人員応援体制整備
●  安全衛生委員会の開催と産業医との緊密な連携による感染防止の啓発

人材確保
●   少子高齢化の進行による労働人口の減少
●  企業間における人材獲得競争の激化
●  離職による優秀な人材の確保・育成難

●  社内環境整備方針の確立と徹底　●   ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
●  採用方法の多様化　●  教育研修制度の充実

労務管理・
職場の安全衛生

●  職場の安全衛生問題 
(過重労働、ハラスメントなど)

●   社内環境整備方針の確立と徹底
●  過重労働やハラスメント有無の定期チェックとグループ間共有
●  各階層向けハラスメント研修・啓発の実施
●  「ハラスメントガイドライン」「カスタマーハラスメント対応基本方針」の制定
●   産業医との緊密な連携とグループ各社への随時情報共有

地政学
●  テロや戦争、紛争等の政治的な不安による世界経済不況
●  エネルギー価格の高騰やサプライチェーンの混乱など
●  上記に伴うコスト上昇や消費マインドの冷え込み

●  グループ各社における独自の商品調達枠の確保
●   省エネ設備の導入促進、エネルギー調達の多様化検討
●  グループ各社間の情報共有とスケールメリットの活用

商品・食品の 
安全性

●  食品表示や販促広告の誤り　●   食中毒等商品の問題
●  風評被害 　●  損害賠償の発生

●  品質保証推進ニュースによる啓発を継続
●  HACCP基準による指導とグループ各社の衛生管理を徹底
●  表示ルール及び運用状況の定期チェック 

情報セキュリティ・
情報管理

●  災害、停電等によるソフトウェア及び機器の欠陥
●  サイバー攻撃（コンピュータウイルスの感染や 
不正アクセス、内部情報の流出、改ざんなど）

●   ハードウェアの予防保守管理　●  ネットワーク冗長化/疎通監視
●   ソフトウェア稼働状況の監視
●  個人情報保護に関する各種規程・ガイドラインの策定と従業員研修の実施

事業環境の変化
●  金利、為替、株価等の変動
●  小売業界における競争激化
●   お客様の消費動向の変化

●   強固な財務基盤構築、金融機関とのリレーションによるリスク軽減
●   エリアドミナント戦略による地域シェアの確保
●  顧客情報を活用したマーケティング推進

気候変動
●   環境関連取り組みや対応遅れなどによる、 
資金調達環境・株価水準の悪化

●  環境への配慮や社会的責任を果たすために、持続可能性を重視した 
経営戦略を策定

●  統合報告書・ホームページなどの媒体を通じてESG関連の取り組みに関する 
情報開示を積極的に実施

●  投資家とのコミュニケーションを強化し、持続可能性へのコミットメントを 
再確認

●  企業の強みや将来展望を明確に伝え、投資家の信頼を取り戻すための 
具体的な行動計画を策定

コンプライアンス・
不祥事

●   法令改正、規制強化
●   ハラスメント、SNSリスク、反社会的勢力
●    重大な不祥事、コンプライアンス上の問題

●   アークスグループ・フィロソフィーやコンプライアンス・ニュース等を活用した 
従業員への法令遵守の重要性についての教育、啓発を継続

●   コンプライアンス・リスク管理委員会によるリスク事案の共有
●   顧問弁護士や警察等の外部専門家や外部専門機関との連携

キャリア初期の従業員向け 
衛生研修
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アークスグループが創出する 
価値の本質
佐々木　当社グループのビジネスモデルである「八ヶ岳

連峰経営」の根底には、お客様との距離を短く保つとい

う考え方があります。例えば、ある事業会社では、店舗

開発費や運営費を抑えることで小人口・小商圏地域で

の出店を実現し、地域の暮らしに大きく貢献しています。

「地域のライフライン」を担う企業として、これからも持

続的な成長が十分に期待できます。

富樫　グループ各社が地域への貢献と併せ、お客様一

人ひとりのニーズに徹底的に応える姿勢を貫いているの

が当社グループの大きな特徴のひとつであり、高く評価

できます。例えばある事業会社では、大容量の商品を必

要とするお客様は、多く買えば買うほどお買い得になる。

少ない量を求めるお客様は、欲しい量だけ買うことがで

きる仕組みを有しています。

小池　食品スーパー業界は、全国展開をしている企業が

必ずしも強いというわけではありません。地域ごとに食

文化や食習慣が異なるからです。アークスは、事業の規

模を活かして広域に展開しながら、食品スーパーに求め

られる地元密着をうまく実現して競争力を発揮している

企業グループです。

新たな経営体制への期待

佐々木　2024年度より「３C体制」となり、グループの経営

機能が進化したと言えます。当社グループの成長を牽引し

てきた３人のリーダーの役割分担が明確化されたからです。

　COOの猫宮社長は、営業をはじめとする業務執行の

責任者として、道内、東北、北関東の事業会社を非常に

小まめに視察されています。現場の課題解決、収益向上

の面で成果が出ると思います。また古川副会長がCFO

社外取締役鼎談

独自のビジネスモデルを持つ
アークスグループの健全な成長を
私たちが支える
　アークスグループが創出する価値の本質、さらなる企業価値向上に向けた新
たな経営体制、取締役会の実効性を含むグループ・ガバナンスの健全性、今後
の成長のキーワードについて、3名の社外取締役に語り合ってもらいました。 社外取締役　

小池 明夫
社外取締役　
富樫 豊子

社外取締役　
佐々木 亮子

地域のお客様との距離を
短く保てるところが

「八ヶ岳連峰経営」の特徴

佐々木 亮子
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に就任されたことにより、取締役会での財務面での議論

がより活発化していると考えます。

富樫　そう思います。新たに「３C体制」が敷かれ、執行

面をCOO、財務面がCFOとその責任が明確化されまし

た。これにより、CEOである横山会長は、グループ全体

の成長に向けてこれまで以上にアクティブに取り組むこ

とができるようになると思います。

小池　企業が創業から時間を経て、ある程度の規模にな

ると、一極集中型の経営では全体を把握できなくなりま

す。当社グループが次のステージへと成長を遂げるには、

新たな経営体制が必要であり、それがCEO、COO、CFO

の３C体制への移行だったのだと捉えています。３Ｃ体制

のスタートから１年が経過し、２年目の今年は役割分担

や相互連携がさらに強化されていくと考えます。

グループ・ガバナンスの健全性
富樫　当社グループの取締役会のあり方は、良い状態に

あると感じています。社外取締役としての意見が常に求

められ、常に尊重されています。私は、自身の専門分野で

ある人材の見地から、マネジメント層へ選抜するべき人

物像についてアドバイスを提供し、それが受け入れられ

た経験があります。

小池　私は、当社グループの取締役会が月2回開催され

るため、審議に十分な時間を確保できている点を評価し

ています。また議長である横山会長が、高いファシリテー

ション機能を発揮しつつ、執行役員を含む参加メンバー

全員が遠慮なく発言できる議事進行を実践されているこ

とも、活発な議論を生み出す良い雰囲気をつくり出して

います。

佐々木　お二人が指摘される点の他にも、アークスの取

締役会には非常に良い点があります。それは、「全体最

適」の考え方がベースにあることです。同じ食品スーパー

を運営する事業会社が集まっていますから、ケースによっ

ては互いの利害がぶつかります。しかし、いかなる場合

も最終的には議長がグループの「全体最適」を優先させ、

最終的な意思決定がなされます。今後も「全体最適」の

思想が、グループ全体の発展に繋がる意思決定を生み出

していくことに期待します。

今後の成長のキーワード

富樫　「アークスグループに参画したい」という食品スー

パーが増えています。このことは、これまでの取り組みの

方向が間違っていなかったことの証です。グループとして

獲得してきた人材や資金を活かして、「地域のライフライ

ン」として豊かな暮らしに貢献する施策をより積極的に

展開していくことに期待しています。

佐々木　将来の目標とする売上高１兆円にチャレンジし

ていくには、これからも「八ヶ岳連峰経営」に賛同してく

れる同志を見つけて、M&A等による拡大を推進しなくて

はなりません。そうするとグループを構成する会社のガ

バナンスがますます重要になります。既に完了している

基幹システムの統合をはじめ、グループ経営の基盤強化

に一層注力してほしいと考えます。

小池　M&A等による事業拡大は非常に魅力的ですが、

同時に傘下の事業会社が直面するさまざまなリスクを背

負うことにもなります。しかし、積極的な事業拡大なくし

ては、売上高１兆円の企業グループとなることは不可能

です。佐々木取締役、富樫取締役と共に、自身の経営ス

キルや経験を活かして、当社グループのさらなる成長を

支えるリスク管理、ガバナンス体制の強化に貢献します。

「３C体制」となったことで、
横山会長はこれまで以上に
グループの成長に専念できる

富樫 豊子

さらなる成長のための
健全なリスクテイクを
社外取締役として後押しする

小池 明夫
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取り組み区分 件数
アークス(親会社)が主体となって 
共通の手法で取り組むもの
事例：女性管理職比率10％達成等

25

グループ各社が自社の手法で 
必ず取り組むもの
事例：食品トレーのリサイクル促進等

７

グループ各社が自社の手法で 
できるだけ取り組むもの
事例：地元との災害支援協定の締結等

９

グループ各社が任意で取り組むもの
事例： フードバンク活動、 

サービス介助士の設置等
44

合計 85

サステナビリティ推進方針・体制

　グループ共通の「サステナビリティ推進方針」及び４つの「重点課題(マテリアリティ)」(①

地域社会との共生、②地球環境への配慮、③お客様の豊かな暮らしへの貢献、④ダイバー

シティ＆インクルージョンの推進)を策定し、これらにひも付く活動を展開しています。グ

ループ共通の活動として、食品リサイクル率の向上やプラスチック廃棄物の削減、女性管

理職比率の向上、省エネ機器導入、自治体との災害協定締結等を推進しています。

アークスグループのサステナビリティへの取り組み

　４つの「重点課題(マテリアリティ)」に

ひも付くアクションプランを、グループ

共通項目(85項目)と各社独自の項目に

分けて各社ごとに策定し、サステナビ

リティ推進委員会の場で年２回進捗を

確認しています。各社独自の項目では、

八ヶ岳連峰経営の強みを活かし、各社

独自の社外ネットワークや地域特性を

活かした取り組みを展開しています。

�サステナビリティ 
アクションプランの概要

サステナビリティ推進体制
　サステナビリティ推進委員会は代表

取締役社長・COOを委員長とし、グルー

プ各社よりメンバーを招集、概ね四半期

に１回の頻度で開催しています。活動

の進捗や意思決定の内容はコンプライ

アンス・リスク管理委員会と共有し、適

宜当社取締役会に報告しています。

グループ共通取り組み

(株)アークス 取締役会

(株)アークス 
コンプライアンス・
リスク管理委員会

連携

連携

※ 2022年６月１日新設

報告 報告

(株)アークス 
サステナビリティ
推進室※

(株)アークス  
サステナビリティ
推進委員会

企画、運営、管理

アークスグループ 
事業会社  

サステナビリティ
推進委員会等サステナビリティに関する考え方

グループ 
理念

サステナビリティ
推進方針

サステナビリティに関する
マテリアリティ(重点課題)

私たちアークスグループは、「地域のライ
フラインとして価値ある商品・サービスを
低価格で提供し、豊かな暮らしに貢献しま
す」というグループ理念のもと、事業活動
を通じてステークホルダーの皆様とともに
持続可能な社会の実現とグループの成長
を目指し、地域における未来への懸け橋と
しての社会的役割を果たしてまいります。

サステナビリティ推進方針
　持続可能な社会の実現に向けた活動を
より深化させ、推進するために以下の方針
を策定しました。

　アークスグループは、食品スーパー事業を通じて「地域のライフライン」としての役割を果たすことが持続可能な社会の実現に繋がると考えています。サステナビリティ推進方針に基づき、４

つの重点課題(マテリアリティ)を設定し、グループ各社のアクションプランまで一貫して落とし込むことで、日 の々営業活動にサステナビリティ活動が織り込まれる仕組みを構築しています。
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マテリアリティ リスク/機会 戦略 目標 /指標

地域社会との共生
 P.60

リスク

●  人口減少/少子高齢化
による客数減

●  出店余地の減少

機会
●  地域インフラとしての
ブランド価値の向上

●  小規模自治体への
出店

●  地域行事への 
協力・支援

● レジ袋収益の寄付
●  地元自治体/団体と
の連携協定の締結

●  災害時における 
BCPプラン構築

● 小商圏採算モデル店舗の開発
●  フードバンク/子ども食堂との 
連携強化

●  お取引先様との 
サステナビリティ分野における 
連携強化

地球環境への配慮
 P.62

リスク

●  CO2排出コスト増
●  気候変動による 
災害リスク

機会
●  廃棄物削減による 
処理コスト減

●  発注/製造計画の 
精緻化によるロス削減

●  食品ロスの排出抑制
●  プラスチック 
容器包装の削減

●  エネルギー・ 
  CO2対策

●  TCFD提言への 
対応

●  食品ロス・プラ削減の 
グループ各社における目標達成

●  CO2排出量スコープ１・２を 
2013年度比50％削減

お客様の豊かな
暮らしへの貢献

 P.64

リスク

●  設備/IT投資の増加
● 専門人材の確保難

機会
●  新規顧客の創出
●  リピート顧客の増加

●  地域密着の食の提案
●  オンラインショップ
の取り組み

●  中途採用の強化と 
研修/教育の 
レベルアップ

●  アークスRARA
カード機能の充実・
キャッシュレス化 
推進

●  地場産品や健康/ 
環境配慮商品の提案強化

●  宅配サービスのエリア拡充

ダイバーシティ＆
インクルージョンの

推進
 P.65

リスク

●  マネジメントの複雑化
●  合意形成の遅延リスク

機会
●  雇用キャパシティの拡大
●  多様な視点からの 
イノベーション創出

●  人材の定着と 
モチベーションアップ

●  ダイバーシティ 
推進プロジェクトに
よる啓発活動

●  事業各社単位の 
ボトムアップの 
制度改革

●  KPIの設定と経営目
標への織り込み

●  人的資本経営の深化
●  グループ全社にて 
「えるぼし」２つ星以上を取得
●  グループ全社にて 
女性管理職比率10％達成※

● 労働時間の柔軟な運用体制の拡充
●  従業員エンゲージメント調査の 
実施

●  グループ各社における現場教育
(OJT)の充実

マテリアリティ策定のプロセスとマッピング サステナビリティに関するマテリアリティ(重点課題)

● 地域社会との共生　● 地球環境への配慮　● お客様の豊かな暮らしへの貢献　
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進　● ガバナンス

各ステークホルダー(お客
様、従業員、お取引先様、
投資家様)に対するヒアリ
ングを実施し、ヒアリング
結果をもとに当社グループ
を取り巻く課題を選定

STEP１で洗い出した課
題に対して、事業にとって
の重要性及び社会にとっ
ての重要性によって下表
の通りマッピングし、優先
度の高い課題を抽出

STEP２で抽出した課題
を、社外取締役・社外監
査役の意見を踏まえて分
類し、当社グループのマテ
リアリティとして決定

STEP３で決定したマテリ
アリティを元に、上位指針
となるサステナビリティ
推進方針を策定

事業にとっての重要度

社
会
に
と
っ
て
の
重
要
度

大 極めて大

極
め
て
大

●  エネルギー、  CO2対策 
●  食品ロスの排出抑制
●  プラスチックの削減
●  食のライフライン機能の 
維持

●  健康や環境に配慮した 
提案の強化 

● 従業員教育の充実 
●  お取引先様等の 
社外連携強化

●  地産地消の拡充
●  ハラスメント対策の強化

●  地域貢献/福祉活動
●  買物難民対策
●  多様な人材の働きがいと 
働きやすさ追求

●   安定的な商品調達体制
●   衛生管理/安心安全

●  ペーパーレスの推進 

●  公正な取引体制の確立
●   DXの推進
●   グループ共通基幹システムの 
活用強化

●   マーケティング機能の拡充 
●  情報セキュリティの強化

●  災害対応/BCP体制の確立
●  ガバナンス体制の 
適正な構築

STEP 1 STEP 2 STEP 3 STEP 4

マテリアリティとの対応

※ 2027年２月末まで
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地域社会との共生
自社にとって重要な理由
　アークスグループの食品スーパー各社は、長年にわたりそれぞれが展開する地域社会に

支えられて発展してきました。一方、食品スーパーは少子高齢化が進む中で単なる食品小

売という枠を超えて「地域コミュニティの拠点」としての役割を果たすことが求められてい

ます。私たちは、小規模自治体への出店や地域行事への協力、災害時の支援体制の構築

などの自治体連携を通して、地域社会の持続性を高める役割を担うことが自社の継続的

成長に繋がると考えています。

与えたい社会インパクト
　アークスグループが「地域社会との共生」に取り組むことで、出店しているエリアの活性

化や周辺住民の生活の質の向上といったインパクトを与えることを目指しています。具体

的には、人材の地元採用強化による雇用の創出や自治体・団体との各種協定締結、フード

バンクや子ども食堂との連携強化などを通して、地域課題の解決に貢献しています。地域

を元気にして住む人の暮らしをよりよくすることで、住み続けられるまちづくりの実現に

寄与することを目指しています。 

具体的な取り組み

NEXT ACTIONこれまでの取り組み

 
   レジ袋販売金額を、北海道 CGC「みどりとこころの基金」に寄付。日々のお買物が、地域
貢献に繋がる仕組みを構築

 
   地元メーカーや物流企業と協力し、環境対応・防災対応・地域循環型経済の構築など、
共創型の連携強化

 
 人口減少や高齢化が進む地方都市・小規模自治体に積極的に出店。買物弱者へのアクセス
確保や地域の雇用創出を通して、暮らしを支える生活インフラとしての役割を果たしている

 
   人口減少が進む地域でも継続運営可能な、Da*マルシェや「春採モデル」などの小型・
低コスト・高効率な店舗モデルのさらなる展開

 
 地域のスポーツ大会、福祉イベントなどに協賛・出展し、地域住民との交流機会を提供。
地域の繋がりやにぎわい創出に貢献している

 
 余剰食品の有効活用と地域福祉への貢献を両立させる仕組みとして、 
フードバンクや子ども食堂との連携を強化

 
  地元高校・大学との連携による店舗見学・インターンシップなど、 
 地域人材の育成・定着に貢献する活動を推進

 
   大規模災害に備えた事業継続計画（BCP）を整備。店舗での水のローリングストックや
避難者受け入れも想定し、地域を支える体制づくりをしている

 
   災害協定に基づく訓練やBCP見直しを通して、被災時にも地域の支えとなる体制を段階
的に強化

 
 地元自治体や社会福祉協議会と連携協定を締結。地域密着型のスーパーとして、 
共助・共創の体制づくりを推進している

 
   高齢者の定期来店や地域との関係性を活かし、行政や見守り団体と連携した「地域の目」
としての役割拡充を図る
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CASE1 生活者と社会を繋ぐ福祉支援の実践

「みどりとこころの基金」贈呈式

　私たちは地域に根ざした企業として、日常のお買物が地域貢献に繋がる仕組みづくりを大切に
しています。レジ袋の販売による収益を、北海道CGC「みどりとこころの基金」に寄付する取り組
みを継続。2008年から2024年までの累計寄付額は、９億6,334万円にのぼります。また、店頭
での募金活動や福祉団体との協働イベントを通し、地域の支援を必要とする方 へ々のサポートに

も取り組んでいます。今後も、地
域住民の皆様との繋がりを深め、
共生社会の実現に貢献します。

CASE 2 地域に根ざした売場づくりによる地産地消の推進

CASE3 学生や地域との連携による人材育成と地域貢献

写真

スーパーアークス戸倉店(道南ラルズ)

　アークスグループは、地域に根ざした食品
スーパーの集合体として、グループ各社が地域
ごとの特性に応じた売場づくりを行っていま
す。地元の生産者様と連携し、産地直送の商
品を取り揃えるなど、地産地消の促進を目指
しています。こうした取り組みは、地域の食文
化を守りながらお客様との信頼関係を深め、
食品スーパーの価値をより高めることにも繋
がります。

CASE 4 買物が困難なお客様を支える多様な手段の展開

伊藤チェーン「お買い物バス」のお知らせ

　高齢化や交通手段の不足により、日常の買物が困難なお客様
を支えるため、グループ各社では多様な取り組みを進めていま
す。伊藤チェーンでは、店舗への移動手段として「お買い物バス」
を運行し、地域住民の外出をサポート。ラルズ、ベルジョイス、
伊藤チェーンでは、ネットスーパーを活用した宅配サービスを実
施しており、店舗、配送、移動支援などを通して、地域の暮らし
を支える取り組みが広がっています。さらに、2025年11月から
はベルジョイスと伊藤チェーンが移動スーパーを開始し、買物支
援の幅を一層充実させていきます。

道北アークス・拓殖大学北海道短期大学とのタイアッ
プ商品の販売

　地域を担う若い世代の育成を目的に、高
校・大学との連携を進めています。ユニバース
やベルジョイスでは、高校生が育てた和牛を
使った商品の販売や、店舗でのPR活動を支
援。道北アークスや道東アークスでは、学生
が考案した商品の販売や、学生向けの料理教
室を開催しました。また、ユニバースや福原で
は、料理コンテストへ出品する高校生へのサ
ポートなど、地域と連携した多様な取り組み
を行っています。
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地球環境への配慮
自社にとって重要な理由
　アークスグループの主要事業である食品スーパーは、地球環境と深い関わりを持ってい

ます。農水産物などの自然資本が主力商品であり、調達から物流、加工、店舗運営に至る

までのCO2排出、また食品ロスやプラスチック廃棄物も大きな環境負荷をもたらします。

そして、気候変動による災害は立地産業である食品スーパー運営に直接的なリスクとなり

ます。私たちは環境負荷を減らし、自然資本の持続可能性を高めることが自社の存立に

大きな影響を与えると考えています。

与えたい社会インパクト
　アークスグループは、事業活動による環境負荷を軽減するため、省資源及び省エネ活動

に注力しています。具体的には、省資源活動として食品残さのたい肥化やフードドライブ

活動のほか、使用済みトレーやペットボトルなどの店頭回収、レジ袋の有料化とその収益

寄付を通した植林の支援等も行っています。省エネ活動としては、照明のLED化や冷蔵

設備の省エネ化、再生可能エネルギーの積極的な活用を進めています。これらの地域の

環境保全や資源の有効活用等の活動を通して持続可能な未来に貢献していきます。

具体的な取り組み

NEXT ACTION

 
   店舗運営におけるエネルギー使用量とCO2排出量のさらなる削減に向けて、冷蔵・冷凍・
空調設備の高効率化とLED照明導入の拡大

 
   プラスチック資材の削減とリサイクル率の向上を目指し、食品トレー等の店頭回収拡充や
環境配慮型商品の採用拡大

 
   グループ各社の物流網における配送効率の最適化や低公害車の導入などを通して、サプラ
イチェーン全体の環境負荷低減を推進

 
   食品トレーや発泡スチロール、廃食用油などを対象とした店頭・店舗内でのリサイクル活
動を継続し、資源循環に寄与

 
   フードドライブの実施や、官公庁が主催する食品ロス削減プロジェクトへの参加など、食
品ロスの削減に向けた多様な活動を展開

 
   配送拠点の集約や積載率向上など、物流効率化により燃料使用量とCO2排出量の抑制を
図る

これまでの取り組み

　食品トレーや牛乳パック、廃食用油などの店頭回収を通したリサ
イクルに継続して取り組んでいます。特に食品トレーは水平リサイ
クルを実施し、回収品を新たな食品トレーとして再利用。お客様参
加型の仕組みにより、店舗は資源循環を支える拠点としての役割を
担っています。

CASE1 店頭回収を通したリサイクルの定着と
資源循環への貢献

食品ロス削減に向けた 
社会的連携の取り組み

CASE 2

フードオアシスオータニ大沢店(オータニ)廃油回収ボックス

　家庭で余った食品を地域福祉団体に寄贈する「フードドライブ」を
各地で実施し、食品ロス削減と地域支援を両立しています。また、納
品期限や発注数量の調整を含む納品ルールの見直しにより、店舗で
の廃棄削減にも取り組んでいます。地域と連携し、持続可能な食の
循環づくりを進めています。

スーパーアークス矢巾店(ベルジョイス)フードバンクポスト
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CO2削減に向けた取り組み
　当社及びグループ各社は、気候変動問題をグループ横断で取り組むべき重要課題と考え、気候変動に伴うリスクや機会が事業戦略に大きな影

響を及ぼすものと認識しており、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に賛同しました。

ガバナンス・リスク管理
　サステナビリティ推進委員会の委員長を当社代表取締役社長・COO、事務局長を当社

サステナビリティ推進室長とし、同委員会にて気候変動対応を含むサステナビリティに関

する取り組みの管理を行っています。また、同委員会とコンプライアンス・リスク管理委員

会が密接に情報連携を図りながらリスクの評価及び対応策を協議しており、必要に応じて

当社取締役会に報告を行っています。

戦略(シナリオ分析～リスク・機会の特定)
　今世紀末までに産業革命以前と比較し世界の平均気温上昇が「1.5℃」と「４℃」の２

つのシナリオにおける2050年の社会を想定しました。また、当社の事業への影響を見通

せる範囲として、2030年時点での当社における機会とリスクの分析を行いました。その

中でも重要度の高い機会・リスクについて対応する具体的な取り組みを設定しており、グ

ループ横断で積極的に推進しています。

指標と目標
　アークスグループでは、サステナビリティ推進方針に掲げる「持続可能な社会の実現と

グループの成長」を目指し、食品スーパーの事業活動に密接に関連する気候変動に係る

CO2排出量KPIを設定し、モニタリングを行っています。直近で把握可能な排出量実績と

長期目標については下記の通りとなっています。

リスクと機会及びアークスグループの対応

重要度の高いリスク・機会項目 取り組み内容

リスク
 炭素税負担の発生

● 省エネ性能の高い空調や冷蔵・冷凍設備等の導入/更新
● 物流拠点の統廃合やモーダルシフトによる物流業務の効率化

 再エネ投資コストの増加 ● 太陽光発電設備の導入拡大

機会  食品廃棄コストの低減
● 商品の仕入発注、加工・製造計画、在庫管理等の精度向上
● 食品残さのリサイクル活動

CO2 排出量 単位当たり

単位区分 2013年度実績※ 2022 年度実績 2023 年度実績 2013年度対比

売上高  
(１億円当たり) 78.78t-CO2e 55.71t-CO2e 52.83t-CO2e ▲32.9％

2030 年度 2050 年度

売上高１億円当たり
CO2排出量(スコープ１・２)

2013年度比 50％削減

カーボン
ニュートラルの

実現

※2013年度実績は一部推計値を含みます。

CO2 排出量 総量

2013年度実績※ 2022年度実績 2023年度実績

スコープ１・２合計 343,790t-CO2e 312,761t-CO2e 310,142t-CO2e

スコープ1・2の温室効果ガス排出量 指標

長期削減目標 目標

※コンテンツの詳細につきましては、2023年４月３日付「TCFD提言に基づく情報開示のお知らせ」（https://www.arcs-g.co.jp/vc-f iles/arcs-g/news/2023/pdf/info_dat_20230403153440.pdf）をご覧ください。

CDP「気候変動」分野において
Bスコアに認定

Bスコアは8段階のスコア
体系においてA、A-に次ぐ
3段階目のレベルです。
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お客様の豊かな暮らしへの貢献
自社にとって重要な理由
　アークスグループは、食を通した健康への関心の高まりや生活へのデジタル浸透が進む

中で、多様化するお客様の食生活ニーズや情報ツールへの対応を、よりきめ細かく行って

います。具体的には、地産地消の推進やオンラインを活用したラストワンマイル対応、決

済手段の多様化、マーケティングのDX化などを通して、多様化するお客様のニーズに柔

軟に対応していきます。これにより、信頼の獲得と継続的なご来店に繋がり、各店舗の存

続とグループの持続可能な成長に結び付くと考えています。

与えたい社会インパクト
　健康・環境配慮商品の提案強化、宅配サービスのエリア拡充、「アークスRARAカード」

機能の充実・キャッシュレス化推進などを通して、お客様の利便性と満足度の向上を図る

ことで、店舗の成長にとどまらず、地域経済の活性化や雇用の維持・創出、持続可能な社

会の実現に貢献します。アークスグループは、地域社会の一員として、暮らしに寄り添い、

お客様の豊かな暮らしに貢献することを通じて、地域住民の生活の質の向上と地域経済

の活性化に寄与することを目指しています。

CASE2CASE1
　ラルズの一部店舗では、管理栄養士などのスタッフが「クッキン
グサポート」を展開。旬の食材を使ったメニューの紹介やレシピ配
布を通じて、健康的で手軽な食生活を提案しています。お買物の
中で“食の知識”を得られる仕組みとして好評で、家事負担の軽減
にも寄与しています。

ラルズスーパーアークス山鼻店クッキングサポートコーナー

　「アークスRARAカード」と連携したスマートフォンア
プリを展開。チラシ閲覧、クーポン取得、ポイント確認、
キャンペーン応募などの機能を通して、お買物の利便性
を高めています。2024年10月のリニューアルから5ヵ月
でアプリ会員数は24万人を突破し、幅広いお客様にご
利用いただいています。 アークスアプリプロモーションツール

具体的な取り組み

NEXT ACTION

 
  栄養バランス・塩分控えめ・時短調理など、健康や生活背景に応じた商品や売場提案を
強化し、食を通したQOL向上に貢献

 
  クーポン配信、レシピ連動、買物履歴分析などの機能を拡張し、アプリを通して一人ひと
りに最適化されたサービスを提供

 
  自社 ECの取扱商品を強化し、ギフト需要や日常使いにも対応。地域の物流パートナーと
連携し、配送の利便性・安定性を向上

 
  店頭での調理実演やレシピ提案を通して、食卓の充実と日々の献立づくりを支援。健康志
向や時短ニーズにも対応

 
  RARAカードと連動したスマートフォンアプリにより、チラシ情報やポイント確認、買物履
歴の確認など利便性を向上

 
  グループ各社が自社 ECやネットスーパーを運営。共働き世帯や施設利用者などのニーズ
に応え、生活スタイルに寄り添った購買手段を提供

これまでの取り組み

店頭での料理提案
「クッキングサポート」

RARAカードとアプリによる 
お買物利便性の向上
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ダイバーシティ& インクルージョンの推進
自社にとって重要な理由
　アークスグループは、多様な人材が能力を最大限発揮できる職場環境を整備すること

で、企業の持続的成長を実現し、変化する雇用環境や多様化する顧客ニーズに的確かつ

迅速に対応できると考えています。また、柔軟な働き方が可能な環境を整えることは人手

不足への対策としても有効と捉えています。ダイバーシティ推進プロジェクトを設置し、女

性活躍や男性育休取得の推進、外国人の積極的な採用等を通して、多様な従業員が活躍

できる環境づくりを進めています。

与えたい社会インパクト
　アークスグループの従業員数は、正社員・パートナー社員・アルバイト社員を含めると

３万人超に及び、私たちの働き方が変わることで地域の雇用慣行に少なからず影響を与

えると考えています。働き方の柔軟化に向けて、半日有休制度や育児・介護者の時短勤

務制度の導入、ＤＸや生産性向上に取り組んでいます。また、従業員の多様化に向けて女

性活躍のＫＰＩ設定や外国人技能実習生の受け入れ体制の整備、ダイバーシティ推進プロ

ジェクトによる啓発活動を通して従業員の相互理解を促進しています。

CASE1 CASE2
　「アークスグループカスタマーハラスメント対応基本方針」を策定
し、従業員が安心して働ける環境づくりを推進。社内啓発や相談
体制の整備など、店舗を支える取り組みをグループ横断で展開して
います。今後は運用の定着に向けた継続的な研修プログラムを実
施していきます。

　アークスグループでは、性別やライフステージに関わらず誰も
が能力を発揮できる環境づくりに取り組んでいます。女性従業員
に対する階層別研修や登用に加え、男性の育児休業取得も促進。
2025年２月末時点の女性管理職比率は7.3%と、将来を担う人材
の育成と多様性への理解が進んでいます。

「取ろうよ！育休」ポスター

具体的な取り組み

NEXT ACTION

 
   管理職候補となる女性従業員の早期発掘と実践機会の提供、グループ各社における登用
数の見える化と継続的なモニタリング

 
   社内広報などを通した継続的な意識醸成と、「全ての人がイキイキと自分らしく活躍できる」
職場文化の定着

 
   カスハラ対応基本方針に基づく対応マニュアルの整備と従業員向け研修の充実による現場
対応力の向上

 
   役職・階層別に実施している研修を通した能力開発支援と、 
女性管理職の継続的な登用

 
   年齢や障がいの有無を問わず、各人の適性に応じた業務配置や環境整備を行い、 
多様な人材が安定して働ける職場づくり

これまでの取り組み

 
    「アークスグループカスタマーハラスメント対応基本方針」を策定し、社内の周知や相談体　　　 
　制の整備を通して、従業員が安心して働ける環境を構築

アークスグループカスハラ対策ポスター

従業員一人ひとりが 
安心して働ける環境へ

多様な人材が力を発揮できる 
職場づくり
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役員一覧 (2025年5月27日時点)

 取締役執行役員

Ikuharu Fukuhara

福原 郁治

1967年９月30日生

取締役

Ryoko Sasaki

佐々木 亮子

1946年７月６日生

取締役

Toyoko Togashi

富樫 豊子

1955年６月11日生

取締役

Akio Koike

小池 明夫

1946年７月28日生

1935年５月15日生

代表取締役会長・CEO

Kiyoshi Yokoyama

横山 清

1956年５月７日生

取締役副会長・CFO

Koichi Furukawa

古川 公一

1960年８月11日生

代表取締役社長・COO

Kazuhisa Nekomiya

猫宮 一久

1971年８月28日生

取締役執行役員

Takehiko Miura

三浦 建彦

1995年 ９月 (株)福原入社
2006年 ５月 同社取締役
2009年 ５月 同社常務取締役
2013年 ５月  同社代表取締役社長(現任) 

当社取締役執行役員(現任)

1992年 ６月 (株)調査開発センター常務取締役
1995年 ７月 (有)アールズセミナー代表取締役
2002年 ７月 北海道副知事
2007年 ７月 北海道公安委員会委員長
2012年 ４月 (公財)北海道環境財団評議員(現任)
2013年 ６月 北海道電力(株)社外取締役
2015年 ５月 当社社外取締役(現任)
2018年 ４月 北海道大学新渡戸カレッジフェロー

1985年 ４月 (株)B4取締役
1996年 ８月 (有)北海道人材バンク代表取締役社長
2012年 ８月  北海道人材バンク(株)代表取締役会長
2022年 ５月 当社社外取締役(現任)
2024年 ４月  北海道人材バンク(株)代表取締役会長

兼社長(現任)

1969年 ７月 日本国有鉄道入社
1987年 ４月 北海道旅客鉄道(株)入社
2000年 ６月 同社代表取締役専務
2003年 ６月 同社代表取締役社長
2007年 ６月 同社代表取締役会長
2011年11月 同社代表取締役社長
2013年 ６月 同社代表取締役会長
2015年 ６月  (株)メディカルシステムネットワーク 

社外取締役(現任)
2024年 ５月 当社社外取締役(現任)

1961年12月 当社入社
1964年12月 当社常務取締役
1970年 ４月 当社代表取締役専務
1985年 ４月 当社代表取締役社長
2002年11月 (株)ラルズ代表取締役社長
2007年 ５月 同社代表取締役会長・CEO(現任)
2024年 ４月 当社代表取締役会長・CEO(現任)

1980年 ４月 (株)北海道銀行入行
1998年10月 当社入社
2002年11月 当社執行役員
2006年 ５月 (株)ラルズ取締役(現任)
2013年 ５月 当社取締役常務執行役員
2019年 ５月 当社取締役専務執行役員
2021年 ５月 当社取締役副社長執行役員
2024年 ５月 当社取締役副会長・CFO(現任)

1983年 ３月 当社入社
2005年 ５月 (株)ラルズ執行役員
2006年 ５月 同社取締役
2010年 ５月 同社常務取締役
2016年 ５月  同社代表取締役社長・COO 

当社取締役執行役員
2024年 ５月 (株)ラルズ取締役副会長(現任)
 当社代表取締役社長・COO(現任)

2005年 ６月 (株)ユニバース入社
2011年 ７月 同社取締役
2020年 ５月  同社代表取締役COO 

当社取締役執行役員(現任)
2021年 ５月 (株)ユニバース代表取締役社長(現任)

指名

指名 社外 独立 指名 社外 独立 指名 社外 独立

指名・報酬委員指名
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1988年 ３月 (株)ジョイス(現(株)ベルジョイス)入社
2004年 ６月 同社取締役
2007年 １月 同社常務取締役
2009年 １月 同社代表取締役兼社長執行役員
2012年 ９月 当社取締役執行役員
2016年 ３月 (株)ベルジョイス代表取締役会長(現任)
2022年 ５月 当社執行役員(現任)

1990年10月 (株)ベル開発入社
1992年 ５月 同社取締役
2004年 ５月 (株)ベル開発代表取締役社長
2010年 ５月  (株)ベルプラス(現(株)ベルジョイス) 

代表取締役社長
2016年 ３月 (株)ベルジョイス代表取締役社長(現任)
2016年 ５月 当社取締役執行役員
2022年 ５月 当社執行役員(現任)

1990年 ９月 当社入社
2012年 ５月 (株)ラルズ執行役員
2014年 ５月 同社取締役
2016年 ５月 同社常務取締役
2020年 ５月  同社専務取締役 

当社執行役員(現任)
2024年 ５月 (株)ラルズ代表取締役社長・COO(現任)

1976年 ４月 (株)定鉄商事(現(株)東光ストア)入社
1995年 ６月 同社取締役
2010年 ５月 同社常務取締役
2014年 ５月 同社常勤監査役
2019年 ５月 当社監査役
2025年 ５月 当社常勤監査役(現任)
 (株)東光ストア監査役(現任)

1979年 ４月 (株)定鉄商事(現(株)東光ストア)入社
2014年 ５月 同社執行役員
2017年 ５月 同社取締役
2025年 ５月 同社常勤監査役(現任)
 当社監査役(現任)

1985年 ４月 髙嶋智法律事務所開設
1993年 ５月 当社社外監査役(現任)
1996年 １月 札幌中央法律事務所開設
2006年 ８月 たかしま総合法律事務所所長(現任)

1968年 ４月 札幌国税局入局
2008年 ７月 札幌中税務署長
2009年 ８月 伊東和範税理士事務所所長(現任)
2013年 ５月 当社社外監査役(現任)

常勤監査役

Takayuki Tamori

田守 隆行

1952年11月２日生

執行役員

Hideki Kogarimai

小苅米 秀樹

1962年12月26日生

監査役

Tadao Ohata

大畑 忠生

1956年６月17日生

執行役員

Tsukasa Sawada

澤田 司

1959年１月31日生

監査役

Satoru Takashima

髙嶋 智

1951年10月21日生

執行役員

Naoto Matsuo

松尾 直人

1963年１月６日生

監査役

Kazunori Ito

伊東 和範

1949年５月16日生

社外新任 独立 社外 独立
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連結財務サマリー
項目 単位 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

売上高 百万円 501,905 512,645 513,955 512,246 519,218 556,946 577,568 566,209 591,557 608,284

営業利益 百万円 14,429 14,854 14,440 14,821 12,119 17,748 15,562 14,835 16,831 15,936

経常利益 百万円 15,894 16,471 16,366 16,405 13,746 19,503 17,306 16,444 18,439 17,540

経常利益率 ％ 3.2 3.2 3.2 3.2 2.6 3.5 3.0 2.9 3.1 2.9

当期純利益 百万円 6,547 10,493 10,255 10,168 6,870 12,967 10,304 9,947 11,766 11,063

総資産 百万円 200,954 205,313 211,157 226,846 232,332 251,032 258,025 266,155 274,972 282,662

純資産 百万円 118,368 126,859 133,442 147,529 144,580 157,504 163,995 171,686 177,809 184,037

ROA(総資産経常利益率) ％ 7.9 8.1 7.9 7.5 6.0 8.1 6.8 6.3 6.8 6.3

ROE(自己資本当期純利益率) ％ 5.6 8.6 7.9 7.2 4.7 8.6 6.4 5.9 6.7 6.1

総資産回転率 回 2.5 2.5 2.5 2.3 2.3 2.3 2.3 2.2 2.2 2.2

自己資本比率 ％ 58.9 61.8 63.2 65.0 62.2 62.7 63.5 64.5 64.7 65.1

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 12,757 16,257 18,087 16,186 16,584 29,047 14,247 16,989 24,052 19,384

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 5,571 △ 7,560 △ 10,276 △ 18,033 △ 10,775 △ 5,627 △ 4,417 △ 7,768 △ 10,647 △ 11,490

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 8,176 △ 4,509 △ 4,936 5,796 △ 5,159 △ 3,887 △ 7,422 △ 2,801 △ 11,267 △ 2,590

現金及び現金同等物の期末残高 百万円 32,023 36,209 39,084 43,033 44,212 63,767 66,175 72,594 74,731 80,035

1株あたり当期純利益(EPS) 円 117 188 185 183 121 229 182 177 214 204

1株あたり純資産 円 2,128 2,281 2,425 2,557 2,558 2,787 2,910 3,066 3,293 3,409

1株あたり配当金 円 42 46 48 50 50 55 57 58 68 74

総従業員数 人 26,923 26,648 26,788 26,813 27,891 28,855 30,135 29,887 30,186 30,293

期末店舗数 店 339 338 336 334 345 344 375 373 377 375

※西暦年は「会計年度」を表しています。
※2022年度以降の各財務数値については「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を適用した後の数値です。
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決算の概要
決算概況
　2024年度(2025年２月期)の通期決算は、売上高が過去最高の6,082億円となり、初

めて6,000億円台を達成しました。2020年からのコロナ禍を経て、2023年以降は長ら

く続いたデフレから物価と賃金が継続して上昇するインフレとも言える状態となり、当社

グループが標榜する「八ヶ岳連峰経営」のもと、地域顧客のニーズをしっかりと汲み上げ競

合各社との差別化を徹底して図ることにより、営業利益が159億円、経常利益が175億

円となり、共に過去3番目となる高い水準を維持することができました。

財政状態
　総資産は2,826億円であり、対前期末では主に現預金や有形固定資産の増加により

76億円増加しました。負債は986億円であり、対前期末では主にリース債務の増加によ

り14億円増加しました。純資産は1,840億円であり、対前期末では主に利益剰余金の増

加により62億円増加しました。自己資本比率は65.1％であり、対前期末では0.4％増加し

ました。なお、当社の財務基盤は長期安定した状態で推移しており、食料品を安定供給す

る地域のライフラインとして、自然災害や経済危機等の不測の事態にも備えています。

損益の状況
　物価上昇への対応は、売上面・原価面・経費面のそれぞれにおいて、施策の立案～実

行～検証～改善を繰り返し行ってきました。各種段階利益の売上比率については、売上

総利益率が25.1％であり、物価上昇に加え競合対策もあり、対前期比で△0.2％の微減

となりました。営業利益率は2.6％、経常利益率は2.9％であり、人件費や設備費等の経

費が増加したことにより、共に対前期比で△0.2％となりました。当期純利益率は1.8％

と、対前期比で△0.2％となりました。

キャッシュ・フロー
　現金及び現金同等物は800億円と、対前期末では53億円増加しました。キャッシュ・フ

ロー(以下、CF)の内訳は、営業CFが193億円の収入、投資CFが114億円の支出、財務

CFが25億円の支出となりました。CFの基本的な考え方については、毎期安定した利益

計上により営業CFを確保し、営業CFを原資に店舗設備やIT・DX等の成長投資を計画

的に行い、増配や自己株式取得などの株主還元強化にも継続して努め、外部からの資金

調達は必要に応じ金融機関からの借入等で賄うこととしています。
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ESGデータハイライト
環境データ 人材データ

項目 単位 2021年度 2022年度 2023年度

CO2排出総量 t-CO2e 337,317 312,761 310,142

Scope1 t-CO2e 93,776 92,502 91,922

うち、フロン類の漏えいに伴う排出 t-CO2e 55,179 54,458 57,116

Scope2 t-CO2e 243,541 220,259 218,220

1店舗当たりCO2排出量 t-CO2e 906 845 825

売上1億円当たりCO2排出量 t-CO2e 59 56 53

容器包装プラスチック使用量 t 5,369 4,855 4,857

レジ袋辞退率 ％ 85.3 84.9 84.6

食品廃棄物発生量 t 16,112 15,575 15,228

食品リサイクル率※ ％ 57.0 58.3 56.2

項目 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

従業員数(総人数) 人 30,135 29,887 30,186 30,293

従業員数(8時間換算) 人 21,193 20,985 21,101 21,075

新卒採用人数 人 176 146 128 120

女性管理職比率 ％ 6.3 6.5 7.0 7.3

女性管理職数 人 51 53 55 58

障がい者雇用率 ％ 2.7 2.9 3.0 3.2

男性育休取得人数 人 5 21 23 12

有給取得率(正社員のみ) ％ 45.5 52.0 51.6 56.5

1人当たり研修時間数(正社員のみ) 時間 - 10.3 12.0 13.0
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※食品リサイクル法における「再生利用実施率」を使用
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中部 
7,942名
15.0％

投資家情報

会社情報

※当社は、自己株式3,667,564株を保有していますが、上記大株主からは除いています。
※持株比率は自己株式(3,667,564株)を控除して計算しています。

株式の状況
発行可能株式総数 発行済株式の総数 株主数

200,000,000株 57,649,868株 53,120名

株主名 持株数(株) 持株比率(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,265,600 6.04

横山　清 3,045,054 5.64

株式会社北海道銀行 2,533,972 4.69

有限会社丸治 1,437,131 2.66

株式会社北洋銀行 1,415,844 2.62

株式会社バローホールディングス 1,335,000 2.47

株式会社リテールパートナーズ 1,335,000 2.47

SMBC日興証券株式会社 1,041,248 1.92

アークスグループ社員持株会 1,033,598 1.91

アークスグループ取引先持株会 1,027,402 1.90

会社名 株式会社アークス

所在地 〒064-8610 札幌市中央区南13条西11丁目２番32号

代表者 代表取締役会長・CEO 横山 清 / 代表取締役社長・COO 猫宮 一久

設立 1961年10月28日

資本金 212億5百万円

従業員数 156名 ※パートナー社員は8時間換算　(グループ全体21,075名、2025年2月28日現在)

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人

上場取引所 東京証券取引所 プライム市場 / 札幌証券取引所

(2025年2月28日現在)

大株主 (上位10名)

所有者別分布状況 (株式数) 地域別分布状況 (株主数)

 個人・その他
 金融機関
 その他法人
 外国法人・個人
 生・損保

26,072千株
9,463千株
14,578千株
6,107千株
1,427千株

45.2%
16.4%
25.3%
10.6%
2.5%

北海道 
5,635名
10.6％

東北 
3,657名
6.9％

関東
19,393名
36.5％

近畿 
10,550名
19.9％

四国 
1,084名
2.0％

中国 
2,151名
4.0％九州・沖縄 

2,531名
4.8％

外国他 
177名
0.3％

株価と時価総額の推移

時価総額 (右軸)株価 (左軸)
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株式会社アークス
本社 〒064-8610 北海道札幌市中央区南13条西11丁目2番32号
TEL.011-530-1000 (代表 )　FAX.011-530-1010
https://www.arcs-g.co.jp/

2025年11月発行

太陽と輝く星を抽象的にイメージしたアークスのグループシ
ンボルは、グループとお客様との結びつきを表現し、未来
に向かって挑戦しつづける姿勢をシンボライズしています。
シンボルカラーは、 
●RED＝太陽＝生活　 ● YELLOW＝星＝幸福 
をイメージしています。

シンボルマーク


